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（
財
政
金
融
委
員
会
）

貸
金
業
の
規
制
等
に
関
す
る
法
律
及
び
出
資
の
受
入
れ
、
預
り
金
及
び
金
利
等
の
取
締
り
に
関
す
る
法
律
の
一

部
を
改
正
す
る
法
律
案
（
衆
第
四
一
号

（
衆
議
院
提
出
）
要
旨

）

本
法
律
案
は
、
貸
金
業
に
お
い
て
無
登
録
営
業
、
異
常
な
高
金
利
に
よ
る
貸
付
け
、
悪
質
な
取
立
て
等
の
違
法
行
為
が
多
発

し
、
そ
の
被
害
が
深
刻
化
し
て
い
る
現
状
に
か
ん
が
み
、
貸
金
業
の
適
正
な
運
営
を
確
保
し
、
資
金
需
要
者
の
利
益
の
保
護
を

図
る
た
め
、
貸
金
業
の
登
録
要
件
の
強
化
等
の
措
置
を
講
じ
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
り
、
そ
の
主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ

る
。

一
、
貸
金
業
の
登
録
要
件
の
強
化
等

１

過
去
に
お
け
る
登
録
取
消
者
等
の
登
録
拒
否
期
間
を
五
年
（
現
行
三
年
）
に
延
長
す
る
ほ
か
、
現
行
の
登
録
拒
否
事
由

に
、
暴
力
団
員
、
不
正
又
は
不
誠
実
な
行
為
を
す
る
お
そ
れ
の
あ
る
者
及
び
一
定
の
財
産
的
基
礎
を
有
し
な
い
者
等
を
追

加
す
る
。

２

登
録
時
の
本
人
確
認
等
を
強
化
す
る
た
め
、
登
録
申
請
書
の
添
付
書
類
と
し
て
、
運
転
免
許
証
、
旅
券
等
の
写
し
及
び

営
業
所
又
は
事
務
所
の
所
在
地
を
証
す
る
書
面
又
は
そ
の
写
し
を
追
加
す
る
。
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二
、
取
立
て
、
広
告
等
に
関
す
る
規
制
の
強
化

１

貸
金
業
者
以
外
の
者
（
無
登
録
業
者
）
に
は
、
貸
金
業
を
営
む
旨
の
表
示
、
貸
金
業
を
営
む
目
的
で
の
広
告
又
は
勧
誘

を
禁
止
す
る
と
と
も
に
、
白
紙
委
任
状
の
取
得
の
制
限
、
取
立
て
行
為
の
規
制
等
に
関
す
る
規
定
を
適
用
す
る
。

２

無
登
録
業
者
を
含
む
貸
金
業
を
営
む
者
等
の
取
立
て
に
当
た
っ
て
の
禁
止
行
為
に
つ
い
て
、
正
当
な
理
由
が
な
く
、
勤

務
先
等
に
電
話
を
か
け
又
は
訪
問
す
る
こ
と
、
債
務
者
以
外
の
者
に
対
し
債
務
を
弁
済
す
る
こ
と
を
み
だ
り
に
要
求
す
る

こ
と
等
、
具
体
的
な
行
為
類
型
を
挙
げ
て
明
確
化
す
る
。

３

貸
金
業
者
は
、
貸
付
条
件
に
つ
い
て
広
告
等
を
す
る
と
き
は
、
貸
付
利
率
等
を
表
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
ま
た
、
勧

誘
す
る
と
き
は
、
貸
付
条
件
に
つ
い
て
、
著
し
く
事
実
に
相
違
す
る
表
示
等
を
し
て
は
な
ら
な
い
。

４

貸
金
業
者
が
、
暴
力
団
員
を
そ
の
業
務
に
従
事
さ
せ
た
り
、
暴
力
団
員
に
債
権
譲
渡
等
を
す
る
こ
と
を
禁
止
す
る
。

５

取
立
て
、
広
告
等
に
関
す
る
禁
止
行
為
に
つ
い
て
、
所
要
の
罰
則
を
設
け
る
。

三
、
貸
金
業
務
取
扱
主
任
者
の
制
度
の
創
設

１

貸
金
業
者
は
、
営
業
所
又
は
事
務
所
ご
と
に
、
貸
金
業
者
の
欠
格
事
由
に
該
当
し
な
い
者
か
ら
貸
金
業
務
取
扱
主
任
者

を
選
任
し
、
そ
の
者
に
、
貸
金
業
の
業
務
に
従
事
す
る
使
用
人
等
に
対
し
、
業
務
を
適
正
に
実
施
す
る
た
め
に
必
要
な
助
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言
等
を
行
わ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

貸
金
業
務
取
扱
主
任
者
は
、
都
道
府
県
知
事
が
行
う
研
修
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

四
、
一
定
以
上
の
違
法
な
高
金
利
を
定
め
た
金
銭
消
費
貸
借
契
約
の
無
効

貸
金
業
を
営
む
者
が
業
と
し
て
行
う
金
銭
消
費
貸
借
契
約
に
お
い
て
、
年
百
九
・
五
％
を
超
え
る
割
合
に
よ
る
利
息
の
契

約
を
し
た
と
き
は
、
当
該
契
約
は
、
無
効
と
す
る
（
利
息
の
返
済
を
要
し
な
い

。
）

五
、
罰
則
の
強
化

出
資
法
違
反
の
高
金
利
の
契
約
等
及
び
貸
金
業
規
制
法
違
反
の
無
登
録
営
業
等
に
対
す
る
法
定
刑
を
五
年
以
下
の
懲
役
又

は
一
千
万
円
以
下
の
罰
金
（
現
行
三
年
以
下
の
懲
役
又
は
三
百
万
円
以
下
の
罰
金
）
に
引
き
上
げ
る
。
ま
た
、
法
人
に
つ
い

て
の
罰
金
を
高
金
利
の
契
約
等
に
関
し
て
は
三
千
万
円
以
下
、
無
登
録
営
業
等
に
関
し
て
は
一
億
円
以
下
に
そ
れ
ぞ
れ
引
き

上
げ
る
（
現
行
い
ず
れ
も
三
百
万
円
以
下
の
罰
金

。
）

六
、
施
行
期
日
等

１

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
六
月
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。
た

だ
し
、
四
、
五
等
に
つ
い
て
は
、
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
一
月
を
経
過
し
た
日
か
ら
施
行
す
る
。
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２

政
府
は
、
違
法
な
貸
金
業
を
営
む
者
に
対
す
る
警
察
の
取
締
り
の
強
化
等
資
金
需
要
者
の
保
護
の
た
め
に
必
要
な
措
置

に
つ
い
て
速
や
か
に
検
討
を
加
え
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
必
要
な
措
置
を
講
じ
る
。
ま
た
、
新
貸
金
業
規
制
法
に
よ
る

貸
金
業
制
度
の
在
り
方
及
び
出
資
法
第
五
条
第
二
項
に
つ
い
て
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
後
三
年
を
目
途
と
し
て
、
検
討
を

加
え
、
必
要
な
見
直
し
を
行
う
。

３

複
数
の
都
道
府
県
に
ま
た
が
る
貸
金
業
者
の
登
録
免
許
税
を
十
五
万
円
（
現
行
九
万
円
）
に
改
め
る
。


